
庁 舎 移 転 案

平成２１年８月３１日 戦略本部会議資料

資料１－１



１．今なぜ庁舎移転か １

２．ＷＴＣビルに移転すると １０

３．ＷＴＣビルの建物性能 １４

４．財政シミュレーション・スケジュール １６

１－１ 庁舎問題のこれまでの取組

１－２ 咲洲のまちづくりに向けた取組

１－３ 咲洲の防災体制

１－４ 大阪府の財政見通し

２

３

４

９

５．大手前のまちづくり １８

６．咲洲のまちづくり ２０

参考資料 １ ＷＴＣ移転案・耐震補強案・建替え案の比較

参考資料 ２ 集約庁舎の検討例

２４

２７

庁舎移転案 ＜目次＞

庁舎移転を契機としたまちづくり

参 考 資 料



○ 平成元年 「大阪府庁舎・周辺整備基本計画」

「老朽、狭あい、分散などの現庁舎の現状を打開し、府政の近代化を
実現する新庁舎の建設は急務」

○ 平成８年以降、行政棟・議会棟の着工凍結。

○ 平成12～13年度にＰＦＩ手法の活用を検討したが実現に至らず。

○ 平成１９年９月議会 本館耐震改修設計委託費の補正予算案可決。
全体構想の策定等を求める附帯決議。

１．今なぜ庁舎移転か
◇ 庁舎問題のこれまでの取組

減債基金の完済（Ｈ34）までに、約８，９００億円もの追加的な取組を

進める必要があり、 加えて税収のさらなる落ち込みが懸念される

・建替え、集約庁舎の整備等は財政状況から極めて困難

・耐震改修では庁舎問題の抜本解決にならない

Ｈ２１．８．２７

●ＷＴＣ移転案は、本府の財政状況の下で庁舎問題を抜本的に解決できる唯一の選択肢。

～本館耐震補強と同程度の費用でインテリジェントビル（建設時1，200億円）を入手できる～

●庁舎問題の解決をこれ以上先送りしない。

～ＷＴＣ社の更生計画提出期限（12月25日）までに判断する必要がある～

●ＷＴＣ移転案は、本府の財政状況の下で庁舎問題を抜本的に解決できる唯一の選択肢。

～本館耐震補強と同程度の費用でインテリジェントビル（建設時1，200億円）を入手できる～

●庁舎問題の解決をこれ以上先送りしない。

～ＷＴＣ社の更生計画提出期限（12月25日）までに判断する必要がある～

こうしたことから、改めて平成２１年９月議会でＷＴＣ移転案をご議論いただいきたい。

（現 状）

●本館は老朽化が進み、耐震性能も著しく低い。
（Ｉｓ値：東館0.15 、西館0.16）

●執務室が狭あい、迎賓や接遇の環境も不十分。

●民間ビルの借上げなど、部局の中でも執務室が分
散し、来庁者にわかりにくい。

○ 大阪市の主体的取組：大阪市長が知事にＷＴＣへの府庁移転検討と咲洲のまちづくり推進協議会への参画を要請
(平成２１年８月）

１

１-１参照１-１参照

◇ 平成２１年２月議会で指摘された課題への対応

◇ 府の財政状況

１-２参照１-２参照

１-３参照１-３参照

１-４参照１-４参照

新たな選択肢としてＷＴＣ移転案が検討対象となる ⇒ 平成２１年２月議会 庁舎移転関連の条例・予算案否決

○ 防災面の課題：府市共同ＷＧを設置し、課題の検証と必要な対策を検討（平成２１年８月）



庁舎問題のこれまでの取組

◇ 昭和４９年１月 府議会に「大阪府庁舎整備委員会」を設置。

◇ 平成元年 「大阪府庁舎・周辺整備基本計画」を策定。

◇ 平成８年以降、行政棟・議会棟の着工を凍結。

※ Ｈ12～13年度にはＰＦＩ手法の活用を検討したが実現には至らなかった。

◇ 平成１８年 府議会に「庁舎整備検討委員会」を設置。

・ さらに精度の高い調査・検討を深め、総合的に判断しうる条件を整えること。

・ 庁舎整備についての具体的な考えをとりまとめ、府議会に提示すること。

◇ 平成１９年９月議会 本館耐震改修設計委託費の補正予算案可決。

※ 総務常任委員会の附帯決議

・ 本館の耐震補強工事に着手するまでに、具体的な全体構想の策定を行い、議会に対し十分な説明を行うこと。

・ 本館の耐震補強工事の内容について、さらに検討を深めること。

・ 防災情報センターの整備拡充については、早急に規模・機能の精査を進め、具体的な整備内容を明らかにすること。

◇ 平成２０年９月 庁舎周辺エリア全体構想（素案）を公表。

庁舎のあり方について、「ＷＴＣ移転」を含めた３案を提示。

◇ 平成２１年２月議会 庁舎移転関連の条例・予算案提案 ⇒ 否決

本館耐震改修設計委託費を減額補正

２１-１１-１



平成２１年８月２１日

「（仮称） 夢洲・咲洲地区まちづくり推進協議会」について

大阪湾岸部は、成長著しい南・東アジアとの交流・交易拠点として高いポテン

シャルをもっており、この特性を最大限に発揮することは、大阪のみならず関西

全体の浮上、活性化につながるものです。とりわけ大阪湾岸部の機能的中枢で

ある夢洲先行開発地区と咲洲コスモスクエア地区については、早期土地利用

が可能であるとともに、世界・アジアの潮流を見据えた着実な開発、発展が期

待できる地区です。

しかしながら、咲洲コスモスクエア地区では、一定の都市機能の集積がみら

れるものの、依然として多くの未利用地が存在しています。これは、この地区の

優位性を今まで十分に活かしきれていなかったことなどに起因しています。こう

した点を真摯に反省し、そのうえで、新しい臨海部の将来像を模索する必要が

あると考えています。

そこで、夢洲・咲洲地区の将来像について、過去の轍を踏まないよう、大阪市、

大阪府並びに経済界が一丸となって、将来を見据えた幅広い視点から検討し、

両地区の活性化に向けて、不退転の決意で取り組んでいくために、「（仮称）夢

洲・咲洲地区まちづくり推進協議会」を設置したいと考えておりますので、ぜひと

もご参画をお願いします。

○構成メンバー

平松 邦夫 大阪市長

橋下 徹 大阪府知事

下妻 博 関西経済連合会 会長

野村 明雄 大阪商工会議所 会頭

中野 健二郎 関西経済同友会 代表幹事

○スケジュール

９月上旬 第１回推進協議会

平成２１年８月２１日

大阪府から大阪市への要請事項

市長の要請を受けて、再度府庁のＷＴＣ移転を議会に提案したいと考え
ているが、そのためには、次の事項について、市として最大の努力をしてい
ただきたい。

１ 咲洲のまちづくり
○ 咲洲のまちづくりを促進するため、コクモスクエアへの市の投資計画
を明確化するとともに、前倒し実施をしていただきたい。
○ 咲洲トンネルの無料化など、コスモスクエアへのアクセス改善を進め
ていただきたい。

２ 防災面の検証・検討
○ 咲洲地区の防災機能の点検・強化について、府市共同で検討を進
め、必要となる対応策を含む報告書を8月中にとりまとめたいので、よろ
しくお願いしたい。

３ ＷＴＣビル取得に係る諸条件の合意
○ ＷＴＣビル取得に係る諸条件については、前回の議論を踏まえ、早
急に合意していただきたい。

４ 大手前のまちづくり
○ 大手前のまちづくりについては、府と経済３団体で検討しているが、
市も参加されたい。

◇ 橋下知事は同協議会への参加を承諾するとともに、平松市長に
対して次の事項について要請した。

◇ 平成２１年８月２１日、平松大阪市長が府庁に橋下知事を訪れ、
府庁のＷＴＣへの移転検討を要請するとともに、「（仮称）夢
洲・咲洲地区まちづくり推進協議会」への参加を呼びかけた。

３

１-２１-２

○ この地区の優位性を今まで十分に活かしきれていなかった点を真摯
に反省し、そのうえで、臨海部の将来像を模索する必要がある。
○ 市、府、経済界が一緒になって、このエリア全体を考えたい。
○ 咲洲地区のまちづくりについて、大阪市があらゆることを検討していく。

◇ 橋下知事の要請に対する平松市長の発言要旨は次のとおり。

咲洲のまちづくりに向けた取組



◇ 基本的な考え方
風水害 ： 気象予警報により、水防活動から続く事前参集

大規模地震が発生し交通機関が停止した場合 : 自転車による参集
○ 本庁全職員４，５７４名が対象
○ 待機公舎職員を１５名から３０名に拡充するなど、必要な参集人員を確保する。

■ 非常時の職員参集体制

１，０００名１，１０３名８５０名６時間（～15km）

１，０００名以上１，９７３名８５０名24時間（～20km）

５００名６８名５００名３時間（～6ｋｍ）

５０名３５名５０名１時間（～1.5km）

参集人員居住職員※必要人員参集時間（距離）

■ 防災情報センターの機能拡充

府災害対策本部会議のほか、防災関係機関が一堂に会し総合
的に調整するスペースを備える防災の中核施設

防災情報センター
の役割

○意思決定支援機能 １，３００㎡
災害対策本部会議室（本部員２０名） 、本部指令調整室、
本部長等災害時執務室、防災関係機関（国、消防、警察、
自衛隊等）室

○情報受発信機能 ９００㎡
無線機械室・統制室、コンピュータ室、環境放射線監視室、
プレスセンター等

○その他機能 ６００㎡
仮眠・休憩室、備蓄倉庫、防災啓発コーナー等

＊全体面積 ２，８００㎡ （現防災情報センターは７２０㎡）

防災情報センター
の機能

○意思決定支援機能 １，１００㎡
災害対策本部会議室 、本部指令調整室、
防災関係機関（国、消防、警察、自衛隊等）室

○情報受発信機能 ５００㎡
無線機械室・統制室、コンピュータ室、環境放射線監視
室等

○その他機能 ２００㎡
執務ｽﾍﾟｰｽ

＊全体面積 １，８００㎡

防災ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ
施設の機能

想定外の自然現象などにより、防災情報センター機能に支障
が生じた場合に備え、最低限必要な本部機能を備えた防災
バックアップ施設を整備。

防災ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ
施設の役割

（WTCへの参集）

◇ 防災バックアップ施設の整備

◇ 防災情報センターの整備

○ ＷＴＣビルの低層階に整備

○ 新別館北館の低層階に整備

※ 居住職員は待機公舎職員30名を含む

《参集人員の算出根拠》
○ （市区町村毎の居住者数）×（府庁から一定の距離内にある当該市区町村面積／同市区町
村全体面積）×（参集率）により算出。

※ 参集率 （発災後経過時間や区域で設定）
・1時間以内：約50%
・3時間以内：約25～50%
・6時間以内：3時間以内と同様
・24時間以内：1時間以内と同様

ＷＴＣへの参集方法参 集 基 準

【問題あり】
営業時間内外を問わず公共交通機関の運行停止の可
能性あり

【問題なし】
営業時間内：地下鉄、バスその他公共交通機関を利用

（点検による一時停止の場合あり）
営業時間外：徒歩･自転車又はタクシーを利用

【問題なし】
営業時間内：地下鉄、バスその他公共交通機関を利用
営業時間外：徒歩･自転車又はタクシーを利用

地 震：震度６弱以上
風水害：気象警報、

大規模災害発生
津 波：津波警報、

大規模災害発生

非常３号配備
〔全 員〕

地 震：震度５弱又は５強
風水害：気象警報、

小規模災害発生
津 波：津波警報、

小規模災害発生

非常２号配備
〔８９８名〕

地 震：震度４
風水害：気象警報
津 波：津波警報

非常１号配備
〔２１４名〕

○ シャトルバスの確保（住之江公園等からシャトルバスの運行）
定員５０名のバス２～３台をピストン運行⇒３時間以内に３００名以上輸送可能

○ 咲洲トンネルの通行確保
緊急的に自転車・歩行者が通行できる運用

○ その他関係機関の協力による参集方法の活用
バス、船舶、ヘリコプター等の運行に関する協定締結

◇ 防災拠点機能を強化◇ 防災拠点機能を強化 ◇ 待機公舎の拡充により参集体制を確保◇ 待機公舎の拡充により参集体制を確保

４

防災情報センターについては、 WTCビルにおいて、現行（府庁別館）の720㎡から
2,800㎡に拡充するとともに、想定外の事象に備え、大手前エリアにおいて防災バッ
クアップ施設を整備する。

咲洲の防災体制１-３１-３



◇ 災害事象に応じた応急対策を迅速・確実に実施◇ 災害事象に応じた応急対策を迅速・確実に実施

■ 大規模災害初動期における時系列の対応シミュレーション

【大きな被害が発生】

■災害対策本部会議

・災害対策業務は基本的に地震の場合と同様

WＴＣへ職員自動参集
災害対策公舎要員登庁
緊急防災推進員登庁
知事登庁
■災害対策本部会議（第１回・第２回）
・被害等の情報収集・発信 ・土木施設等の被害把握
・水門等の閉鎖・確認 ・緊急消防援助隊派遣要請
・自衛隊への派遣要請 など

～おおむね１時間

＜例＞
・地震により大型
車両等が参集
ルートを封鎖
・想定を超える高
潮により咲洲に
浸水被害

想定外
の事象

・災害対策業務は基本的に地
震の場合と同様

【台風接近】
職員は、被害が想定され
る前に事前に参集
■水防体制
■警戒本部設置

・情報収集
・施設・資機材等の点検

大規模台風

■災害対策本部会議（第３回）
・職員の現地派遣
・緊急交通路の確保
・食糧等支援物資の調達
・医療救護班の派遣
・土木施設の応急復旧 など

大規模地震想定内
の事象

～おおむね２４時間～おおむね３時間（時間経過） ～事象区分

職員（全員）はWＴCへ参集
災害対策本部はＷＴＣに設置

発災

【ＷＴＣにおいて災害対策本部が直ちに立ち上げられない場合】

本部要員はバックアップ施設へ参集（知事等もバックアップ施設へ参集）

災害対策本部は当面、バックアップ施設に設置

（参集ルートの復旧等によりＷＴＣでの対応が可能となれば、災対本部をＷＴＣへ移設）

※高潮等により咲洲に想定外の被害が予測される場合は、公舎要員も含め本部要員はバックアップ施設へ参集

★新たに整備するバックアップ施設においては、ＷＴＣ稼動の有無に関わらず、必要な要員を確保し、情報収集等の初期対応業務を実施 ５



◇ 府市共同で想定災害に対する咲洲の対応力を検証◇ 府市共同で想定災害に対する咲洲の対応力を検証

高 潮 ： ＯＰ＋５．２ｍ（越波量は含まず）
伊勢湾台風（930ｈｐａ）が最悪コース（室戸台風）
で来襲を想定
※既往最高潮位 OP+4.５ｍ（S９室戸台風）

台
風

想定地震動 ： 上町断層地震 ：震度６弱
東南海･南海地震：震度５強

津 波 ： ＯＰ＋３．７ｍ～４．３ｍ
（東南海・南海地震による津波を想定）

地
震

〔想定災害〕

地 震 動

・ 咲洲への鉄道や道路の橋梁・トンネルは、阪神淡路大震災以降、必要に応
じて柱脚の補強、落橋防止、継手補強などの耐震対策を実施又は実施予
定である。
・ 実施済 ： 南港大橋 （車道）（H12年度実施）、

平林大橋 （H17年度実施）
寄木橋・木場橋 （H10年度実施）

・ 実施中 ： 咲洲トンネル継手部分 H２１年度完了
・ 実施予定 ： 此花大橋 H２６年度完了
（最新の耐震設計による構造物 ： 夢舞大橋、夢咲トンネル）

・ 咲洲・舞洲・夢洲の護岸は、東南海・南海地震動の揺れ（200ガル）に対応
できる設計となっている。

液 状 化 （注1）

（埋立部）
・護岸を除き、液状化の恐れが少ない主に粘土質の浚渫土等で埋め立てると
ともに、サンドドレーン工法などの地盤改良により、咲洲・舞洲・夢洲は液状化
は極めて発生しにくい又は発生しにくい区域である。

・ 上町断層地震では、液状化による側方流動（注2）により護岸に影響が生じ
ることがあるが、護岸に隣接する橋梁・トンネルは、護岸と分離した堅固な構
造となっており、参集ルートへの影響はない。

（内陸部） （注3）
・ 発生しやすい区域があり、道路交通への影響はあるが、主要幹線道路の車
道部の舗装はしっかりしており、自転車・徒歩による通行は可能である。

・ 咲洲在来区域において、現在ＯＰ＋４ｍ～５ｍの所は、今後５０年間の沈下予

測を考慮すると、ＯＰ＋４．３ｍを下回る可能性がある。こういった地点につい

ては、道路地盤高の沈下測定を継続し、必要に応じ対策を講じる。

◇ 地盤沈下による影響と対策
・ 埋立層及び沖積層の沈下は短期間に収束する。一方、地盤の深い位置に

ある洪積層は、長期間にわたり緩やかに沈下する。

（注1）地震の際に地下水位の高い砂地盤が、振動により液体状になる現象で、舗装や

構造物に損傷を与えることがある。

（注２）地震の揺れによる液状化により、地盤が横方向に移動する現象。

（注３）咲洲、舞洲、夢洲以外の沿岸既成市街地

・ 咲洲は埋立層・沖積層の圧密沈下は完全に収束している。現在、わずかに沈
下（約1～３cm/年）しているのは洪積層であり、経年とともに小さくなっていくこと
から、構造物等の安全性に支障はない。

咲洲・舞洲・夢洲の地盤沈下予測 (50年後）

コスモスクエア

南港東

ポートタウン

約 ２０ cmS８年～S３８年

沈下予測埋立竣功位置

約 １５０ cm

約 ２０～５０ cm

約 ３５～６０ cm

約 ５０～６０ cm

H１１年～夢洲

Ｓ６３年～H４年舞洲

S５１年～H７年

S４４年～S４９年

咲洲

高潮・津波
（埋立部）
・ 舞洲・夢洲及び咲洲の居住・商業区域は、地盤の高さにより津波、高
潮を防御している。

・ 現在、地盤高の低い咲洲の南港大橋北詰区域を対象に、護岸の背後地
や道路の高さなどを測定する詳細な調査を実施中であり、調査の結果
必要となる災害対策や減災対策を実施する。
（内陸部）
・ 内陸部は防潮堤（OP＋5.7m～7.2ｍ）により津波・高潮を防御してい
る。

・ 防潮扉は、東南海・南海地震による津波来襲までの2時間以内に、閉
鎖・ 閉鎖確認できる管理体制を常時確保している。

６



◇ 対策を講じ参集ルートを万全に◇ 対策を講じ参集ルートを万全に

OP+2.9m～8.8 m

・常吉大橋は、橋脚を耐震診断

し、耐震補強が必要であれば

府庁舎移転までに実施する。

・ 咲洲・夢咲トンネル：非常時には歩行者・自転車が通行できるよう、府と市で関係機関と

調整する。（震度５弱以上で進入禁止⇒概ね1時間以内に点検終了）

・ 一般道路：一部区間は緊急交通路に指定されているが、参集に支障はない。

・ 阪神高速：震度５強で通行禁止。概ね２４時間以内に緊急交通路として復旧。

・ 鉄道〔地下鉄中央線、ﾆｭｰﾄﾗﾑ（高架橋）〕：国設計基準に基づき設計又は補強済。

・震度４相当で注意運転

・震度５弱相当以上で運行停止（点検後運行再開）

道路・鉄道

の非常時の

利用・通行

制限

・南港大橋北詰（OP＋2.9m

）は、人道橋の設置又は

護岸沿いに防御施設の設

置を 府庁舎移転までに実

施する。

・人道橋（３か所）は必要が

あれば、耐震補強などの

対策を府庁舎移転までに

実施する。

なし

咲洲トンネルを津波か

ら防御している防潮提

は、東南海・南海地震

による津波来襲まで

の2時間以内に、防潮

扉を閉鎖・閉鎖確認で

きる管理体制を常時

確保している。

課題と対策

・ 参集ルートはきわめて発生しにくい又は発生しにくい。

・ 阪神大震災時、液状化は観測されていない。

咲洲

舞洲

夢洲

発生しやすい場所があり、道路交通の支障となるが、自転車・徒歩による参集は可能。内陸部
液
状
化

・ 夢舞大橋、夢咲トンネルは最

新の耐震設計による構造物。

・ 常吉大橋は上部構造のみ耐

震対策完了。

・ 此花大橋はH26年度に耐震

補強完了予定。

・ 南港大橋、平林大橋、寄

木橋、木場橋は耐震対

策完了。

・ 人道橋（３か所）耐震診

断未了

・ 咲洲トンネルは21年度に

継手部分の長周期地震

対策を完了予定。
ﾙｰﾄ上の

構造物の

強度

OP+5.8m以上OP＋5.8m～6.3m

咲洲

舞洲

夢洲

防潮堤（参考：次頁）により高潮・津波から内陸部を防御（OP+5.7m～7.2m以上）内陸部
地
盤
高
さ

常吉大橋東詰から約６km南港大橋南詰から約3km咲洲トンネル（築港中央突

堤）から約2.5km
ＷＴＣまでの

距離

此花区北港～舞洲～夢洲

～咲洲ｺｽﾓｽｸｴｱ

住之江区平林～咲洲南

港～咲洲ｺｽﾓｽｸｴｱ

港区築港～咲洲ｺｽﾓｽｸ

ｴｱ

Ｃ 此花ルートＢ 住之江ルートＡ 築港ルート

Ａ：築港ルート Ｂ：住之江ルート Ｃ：此花ルート

（凡例）（凡例） 内陸部から咲洲への主要参集ルート

内陸部から咲洲へのサブ参集ルート

地盤高 Ｏ．Ｐ．＋ ｍ

７
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5.4

8.8

5.6 5.8

4.7

4.5 5.0

8.5 8.5

2.9

5.3

2.0

2.0

2.2

3.1

夢舞大橋

此花大橋

常吉大橋

舞 洲

夢 洲

咲 洲

咲
洲
トン
ネ
ル

夢
咲
トン
ネ
ル

港大橋

２km４km

平林
大橋

南港
大橋

Ｂ 住之江ルートＢ 住之江ルート

人道橋

Ｃ 此花ルートＣ 此花ルート

Ａ 築港ルートＡ 築港ルート

ＷＴＣ

北埠頭

中埠頭

南埠頭

ｺｽﾓｽｸｴｱ

ﾎﾟｰﾄﾀｳﾝ

南港東

平林

築港

酉島

寄木橋 木場橋

人道橋

南港南



防潮堤の位置と防潮扉

？

？

防潮堤

防潮扉
咲洲

夢 洲

舞 洲

８
（参 考）

（凡 例）

防潮堤

防潮扉の数

市の管理：３６０ 基

府の管理： ６０ 基

国の管理： ６ 基

水門

〔防潮扉〕
・ 道路や港湾荷役用通路などのため、防潮扉を連続して
設置できない箇所に設けた鉄製の止水扉。高潮や津波
来襲時に閉鎖する。なお、道路以外は、常時閉鎖し、作
業時のみ開放する。

・ 防潮扉は、東南海・南海地震による津波来襲までの２時
間以内に、閉鎖・ 閉鎖確認できる管理体制を常時確保
している。

内陸部

WTC

・ 内陸部は防潮堤（OP＋5.7m～7.2ｍ）により津波・高潮
を防御している。



粗い試算（Ｈ２１年２月）

※数値はすべて一般財源ベース■ Ｈ２２年度当初予算の収支見通し（粗い試算（２月）を前提とした仮試算）

▲６１７２，７５８億円２，１４０億円○ その他の歳入

３１４５，０３６億円５，３５０億円○ 交付税等（今年度普通交付税算定ベースで修正）

▲７２０１２，０６０億円１１，３４０億円○ 府税収入

▲１，０２４１９，８５４億円(Ａ)１８，８３０億円

対前年度２１年度当初２２年度当初歳入の見通し

２２８－２２８億円○ 減債基金への返済（21年度前倒し返済分を減額）
▲１２－▲１２億円○ 財プロ上のＨ22追加取組額

５３２，０７４億円２，１２７億円○ 一般施策経費・建設事業（当初予算の修正を反映）

▲２２３，１１７億円３，０９５億円○ 扶助費等（繰出金含む）

▲２９４７，３５９億円７，０６５億円○ 公債費・税関連歳出

▲２４４７，３０４億円７，０６０億円○ 職員給

▲２９１１９，８５４億円(Ｂ)１９，５６３億円

対前年度２１年度当初２２年度当初歳出の見通し

要対応額
(B)－(A)＝７３３億円(C)

９

（注）府税収入の額について
は、現在の法人二税の状況
（７月末調定で前年同期比で当初予
算の見込みを下回る６６％にとどまっ

ている）を踏まえると、さらに相
当程度落ち込む事態も想定さ
れる。

減債基金の完済
（H34）までに、 合
計８，８７２億円の
対応が必要

（※要対応額（①＋②）か
らH30～H34の単年度黒
字分を控除）

１-４１-４ 大阪府の財政見通し



現

状
改善

１棟に集約

◇ 庁舎の分散が解消、府民にわかりやすい庁舎◇ 庁舎の分散が解消、府民にわかりやすい庁舎

○ 府民にわかりやすい。

○ 民間ビル賃料負担が解消。

○ 部局間の連携・調整がしやすい。

１，５２９人１３，６５０㎡民間ビル（８ヶ所）

４，９８８人５９，８５０㎡合 計

４０１人１１，５２０㎡その他（８ヶ所）

１，３４９人１４，５４０㎡別 館

１，７０９人２０，１４０㎡本 館

着席人員数執務室等面積

分散庁舎の現状と着席人員数（平成２１年５月現在）

（平成２４年度以降）

＊ 着 席 人 員 数 ： ４，６００人

＊ 執務室等面積 ： ５８，０００㎡

２．ＷＴＣビルに移転すると １０

谷町筋・地下鉄谷町線

工事
ヤード

本 館

府警本部
別館Ａ棟

警察本部

府警本部別館Ｂ棟
議場

別 館 新分館
１号館

府営 印刷所

議会会館

大阪府
公館

新別館

北地
区

南地
区

天満橋駅

本
町
通暫定駐車場

第１駐車場

第１
駐車場

大
手
通

水素
ｽﾃｰｼｮﾝ
（仮設）

分館６号館

上町筋

第２駐車場

旧職員会館

大阪城公園

府立
大手前
高校

大阪法務局

谷町四丁目駅

２号館

民間ビル

民間ビル

民間ビル

集約する本庁舎機能



現

状

執務室の奥行き：本館（７．２ｍ） 別館（９．４ｍ、１２．６ｍ）

◇ 執務環境が改善、業務効率が向上◇ 執務環境が改善、業務効率が向上

○ 窓が大きく、明るい

○ 無柱のフレキシブルなオフィス空間

○ 情報通信等配線のメンテナンスがしや

すい床配線システム

○ 打合せスペースなどの共用ゾーンと、

机まわりの執務ゾーンを明確に分離
〔ＷＴＣ平面図〕

ﾚｲｱｳﾄｲﾒｰｼﾞ

基準階面積 ： 約1,600㎡（片面約800㎡）

執務室の奥行き ： １３～１６ ｍ

改善

１１

オフィスフロア

通

路

又は部長室

執務室

廊

下
窓

受付
ｶｳﾝﾀｰ

8.5～10m 4.5～6m

執務ゾーン執務ゾーン 共用ゾーン共用ゾーン

打合せｺｰﾅｰ

打合せ
ｺｰﾅｰ

書庫・倉庫書庫・倉庫

ﾛｯｶｰ・更衣室ﾛｯｶｰ・更衣室部長室又は共用会議室部長室又は共用会議室

窓口・打合
せ・ｺﾋﾟｰ等

窓口・打合
せ・ｺﾋﾟｰ等



◇ 来庁者ホスピタリティ向上、府政ＰＲ◇ 来庁者ホスピタリティ向上、府政ＰＲ

○ 総合案内

○ 憩いの場

○ 議会傍聴

○ 府政ＰＲ

○ イベント

フェスパ空間の活用

２Ｆ平面図

府政情報ｾﾝﾀｰ府政情報ｾﾝﾀｰ

ﾄﾚｰﾄﾞｾﾝﾀｰ前駅からのｱﾌﾟﾛｰﾁ

フェスパ

付帯施設の充実など

スロープ等を設置し、段
差解消を図っている

計 ２９１席

約 ６００㎡

計 ５７７台

本庁（現状）

段差の少ない設計が
なされている

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ
ﾃﾞｻﾞｲﾝ

食堂約３５０席

弁当ｽﾍﾟｰｽ 約２５０席
食堂・喫茶

７６３台駐 車 場

ＷＴＣ（現状）

１２

１Ｆ平面図

総合案内

（ワンストップ）

総合案内

（ワンストップ）

大型ビジョンの活用

（議会中継など）

大型ビジョンの活用

（議会中継など）

ｺｽﾓｽｸｴｱ駅からのｱﾌﾟﾛｰﾁ

フェスパ
（公開空地）



現

状

◇ 本会議場の整備◇ 本会議場の整備
※ 議場・議会関連諸室の整備については、改めて議会と相談させていただきます。

傍聴席（１００㎡）

一般傍聴：８０席

府政記者：２４席

※ ＴＶ傍聴ｽﾍﾟｰｽを別途確保

本会議場（５００㎡）

議 員 ：１１２席

理事者： ４１席

事務局： ２０席

天井高 ７ｍ

映写・
調光室

機械室

議 場 機械室

約３２ｍ

約
１
４
ｍ

約
６
ｍ

議員・理事者・事務局動線

傍聴・府政記者動線

理
事
者
席

理
事
者
席

議
長

事
務
局

事
務
局

議
員
席

記
者
席

傍
聴
席

ﾘﾌﾄ

理事者席

映
写
・
調
光
室

平面図

断面図

２階 ＷＴＣホール

改修

１３
議会傍聴にﾌｪｽﾊﾟの大型ﾋﾞｼﾞｮﾝを活用



■ 建物性能等

敷地面積 20,000㎡
建築面積 11,000㎡ 延床面積 149,300㎡
執務室等として使用可能な面積 計 73,300㎡
基準階面積（ﾄｲﾚ・階段・廊下・機械室等除く） 約 1,600㎡

面積・規模

ｾｷｭﾘﾃｨｰ

防 災

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

空 調

衛 生

電 気

地下３階、地上５５階、高さ２５６ｍ

杭基礎は６３．７ｍ 風揺れ防止制振装置 ヘリポート（屋上）その他

電子鍵管理システム、監視カメラ等

屋内消火栓、スプリンクラー、泡消火、放水銃消火設備、
自動火災報知設備、非常放送設備等

乗 用（２７人乗） ：２４台（低層・中層・高層・超高層各６台）
展望用乗用（２７人乗） ： ２台
非常用（人荷兼用２４人乗・３０人乗）：２台

基準階空調：各階４系統８ゾーン個別空調システム
熱 源：地域冷暖房（冷水・温水を受給）

給 水 ：重力給水方式 受水槽350t×２基（地下３階）
高置水槽144t（５、３０、５３階）

給 湯 ：各階給湯室、洗面所電気温水器

受変電 ：特高22kV３回線スポットネットワーク方式
照 明 ：基準階500ﾙｸｽ以上
配線方式 ：３回線、オープンフロアダクトによりＯＡ対応
自家発電機：1,875kVA２台、ディーゼルエンジン

設

備

高層部鉄骨造、低層部鉄骨鉄筋コンクリート造
建設時 Ⅰｓ値 ０．９相当

構 造

平成７年２月竣 工

［Ⅰｓ値］ ： 建築基準法及び耐震改修促進法が必要とする耐震性能を示

す構造耐震指標。０．９相当とは、災害時重要な役割を果たす施設

として、大地震動後構造体修復をすることなく建築物を使用できるこ

とを目標にするⅠ類対応の建物に相当。

■ 規模・配置

55 展望フロア
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1

フェスパ

防災情報Ｃ（関係機関諸室）
防災情報Ｃ（災害対策本部・指令調整）、危機管理執務室

食　堂

広報・報道

ＩＴ推進コンピュータ 防災コンピュータ

知事室等

本会議場 府政情報Ｃ

委員会室、議会会館会議室

議会関連諸室（会派執務室）
議会関連諸室（会派執務室・議会事務局）
書庫等（府民閲覧用保管を含む）

○ ： ＥＶ乗換階

５８,０００㎡合 計

面 積室 名

２８０㎡迎賓機能

２,１０５㎡食堂・更衣室等
そ
の
他 ５，０００㎡診療所・研修所・互
助会・市町村会等

議会関連諸室

委員会室等

議場

倉庫・書庫等

分室・会議室

防災情報Ｃ

知事室・その他
一般執務室 ※１

３,３００㎡

７,２４０㎡

３０,７５０㎡

行
政
機
能

８５０㎡

６００㎡議
会
機
能

５,０７５㎡

２,８００㎡

◇ 執務室等面積
（有効面積からﾄｲﾚ・機械室等除く）

73,3009,7005,10058,500

計
店舗民間ｵﾌｨｽ府

◇ 執務室として使用可能な面積 （㎡）

※ ＷＴＣホール等を含み、展望台は含まない。

※１ 一般執務室は、平成２４年度の職員数
見通しをもとに算出した。電気：地下埋設・架空方式 〔１ルート３系統〕

水道：地下埋設 〔１ルート２系統〕
ガ ス：地下埋設（一部橋梁添架） 〔２ルート２系統〕
通信：地下埋設 一般回線は１ルート１２系統

光通信回線（ループ配線）は１ルート４系統

ライフライン

本庁機能を全て集約本庁機能を全て集約

下線部：本館に設置されていないもの

３．ＷＴＣビルの建物性能 １４



鋼材系ﾀﾞﾝﾊﾟｰ設置

ｵｲﾙﾀﾞﾝﾊﾟｰ設置

Ｘ方向

Ｙ方向

7F

17F

鋼材系ﾀﾞﾝﾊﾟｰ ｵｲﾙﾀﾞﾝﾊﾟｰ

Ｘ方向外壁通り架構 Ｘ方向廊下通り架構

幅0.8m×長さ2.7m（８箇所）■ ＷＴＣビルの耐震機能強化

（概算工事費 約25億円）

※ 長周期地震動対策の第三者機関による構造計算

の検証を含む。

・ 建物の構造架構のⅩ方向にオイルダンパー等の

制振装置を設置（７～１７階）

鋼材系ダンパー：４ヶ所×２面×１１層＝８８ヶ所

オイルダンパー：２ヶ所×２面×１１層＝４４ヶ所

・ エレベーターロープの振れ止めを設置（２８台）

・ 水槽を取替え（受水槽、高架水槽、防火水槽）

・ 備品等の転倒防止対策

長周期地震動対策

ライフライン確保対策

・ 自家発電機を取替え （水冷→空冷）

・ オイルタンクを増設 （自家発電機の７２時間

運転対応）

１５



収 支 ▲３８７(b)
賃料、ﾃﾅﾝﾄ面積等の変更１４３テナント賃料・共益費収 入

管理的経費等

大規模修繕費

支 出

▲４０９(ａ)+（b）+（c）
▲２４１(c)

５０７維持管理費
着席人員数の減２３移転時までの民間ﾋﾞﾙ賃借料

２８２７２６２５ ２９２４２３２２Ｈ２１年度

■ 財政シミュレーション（Ｈ２１～５３） （単位：億円）

■ スケジュール （Ｈ２１～５３）

・ 土地活用収入については、
* 成人病センター用地（1.2ha）の
売却収入を見込む。
* 南地区東側（0.9ha）の売却収入
を見込む。
* 北地区東側の本館活用部分
（0.4ha）を除き、売却収入として
見込む。

・ ＠97万円/㎡×4.9haから、既存
庁舎の撤去費・文化財調査費相当
額を減額して算出した。

・ ＷＴＣﾋﾞﾙの民間テナントから得ら
れる賃料等は、ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ期間の
満了までに皆滅すると仮定し、平均
空室率を50％と見込んだ。

・ 業務システムの移転費は、含んで
いない。

・ 防災行政無線の整備費（約88億
円）及び防災バックアップ施設のシ
ステム整備費（約１１億円）は含ん
でいない。

〔前提条件〕

１５名増員２待機公舎整備費等

２１９(ａ)収 支

土地単価の時点修正（@108⇒@97万円/㎡）と面
積変更（４．３⇒４．９ｈａ）

４２５土地活用収入

２０６小計

５現庁舎エリア外構等
２６本館保存改修費

新規９防災ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ施設改修

１０移転費等

土地・建物購入費の変更に伴う減８起債利息

６１ＷＴＣ改修費

１０３⇒８５億円（鑑定９９．１⇒８１．６億円）８５土地・建物購入費

支 出

〔３月公表資料からの主な変更点〕整備費等

４．財政シミュレーション・スケジュール １６

ＷＴＣ移転ＷＴＣ移転
発注設 計

売買
契約 入居

工 事

発注 工 事設 計
防災情報Ｃ防災情報Ｃ

土地活用土地活用 0.7haコンペ要綱作成 2.3ha 1.9ha

発注 工 事設 計現ｴﾘｱ外構現ｴﾘｱ外構 成人病Ｃ工事

発注 工 事設 計保存・活用部分の耐震補強本館改修本館改修

買取
決定

防災ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ施設

防災情報センター
ｼｽﾃﾑ
ﾁｪｯｸ 移

転

〔土地活用範囲〕

南地区

北地区

府警本部

新別館

本館

成人病ｾﾝﾀｰ 国合同庁舎
（検討中）

駐
車
場

Ａ

ＢＤ

Ｅ Ｃ

0.9ha
Ｈ23

0.9ha
Ｈ23

1.2ha
Ｈ23

1.2ha
Ｈ23

0.7ha
Ｈ26

0.7ha
Ｈ26

1.9ha
Ｈ28

1.9ha
Ｈ28

0.2ha
Ｈ23

0.2ha
Ｈ23

Ｎ



庁舎移転を契機としたまちづくり
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南地区

北地区

府警本部

新別館

本館
Ａ

Ｃ

D

Ｅ

公的利用エリア

民間活用エリア

Ｂ
成人病ｾﾝﾀｰ 国合同庁舎

（検討中）

駐車場

◇ 大阪城周辺のポテンシャルを活かした大手前のまちづくり◇ 大阪城周辺のポテンシャルを活かした大手前のまちづくり

Ｈ２６０．７ｈａ

Ｈ２３

Ｈ２８

Ｈ２３

Ｈ２３

活用時期

０．２ｈａ

本館（0.4ｈａ）に隣接

成人病センター

府民が広く利用できる施
設を優先

０．９ｈａ

４．９ｈａ

１．９ｈａ

１．２ｈａ

面積

計

記号

○ 府として整備・活用を検討している施設
・ 成人病センター（病院・研究所）の整備

・ 本館の一部保存

・ 新別館の活用

A

B

Ｃ

D

Ｅ

Ｈ２２年度 土地利用基本計画の策定

・ まちづくりコンセプト

・ 導入機能

・ コンペ要綱作成

■ 大手前の土地利用の進め方

Ｈ２１ 土地利用構想の議論

大手前エリアについて、大阪市等と連携するとともに、
民間の視点からの アイデアや意見を求めながら、土地
利用イメージを具体化していく。

「大手前まちづくり検討会」

○ 平成２１年８月５日設置

○ 構成 ： 大阪府･大阪市･経済3団体等

Ｈ２３年度 事業コンペ

５．大手前のまちづくり １８

（参 考）

・ コンベンションホール

・ 多目的ホール

・ 大学等サテライトキャンパス

・ 高級ホテル

・ 企業本社等オフィス

・ マンション など

〔導入施設例〕

情報ｻｰﾋﾞｽ機能

宿泊迎賓機能

大阪城周辺

文化・観光・集客拠点

文化発信機能

【まちづくりコンセプト】



北 館

南 館

・作業室・書庫

ﾘﾗｯｸｽ等

ﾌﾟﾘﾑﾛｰｽﾞ等

関係団体など

府税 課税

ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄＣ府税 総合受付窓口

防災ﾊﾞｯｸ
ｱｯﾌﾟ施設

防災バックアップ施設

防災バックアップ施設

プリムローズ大阪自動車税

府税 会議室

(ホール・研修室等）吹抜

(財)大阪府市町村振興協会府税 徴収

関係団体など府税 課税

関係団体など税務システム

関係団体など税総務

・作業室・書庫

ﾘﾗｯｸｽ等

ﾌﾟﾘﾑﾛｰｽﾞ等

関係団体など

府税 課税

ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄＣ府税 総合受付窓口

防災ﾊﾞｯｸ
ｱｯﾌﾟ施設

防災バックアップ施設

防災バックアップ施設

プリムローズ大阪自動車税

府税 会議室

(ホール・研修室等）吹抜

(財)大阪府市町村振興協会府税 徴収

関係団体など府税 課税

関係団体など税務システム

関係団体など税総務

２F

BF

１F

３F

４F

５F

６F

７F

８F

９F

10F

２F

BF

１F

３F

４F

５F

６F

７F

８F

９F

10F

情報プラザ

◇ 成人病センター（病院・研究所）の整備

式典や行事に使われていた格式あ
る正庁などを、府民が利用できる。

正 庁 （５階）

３層吹抜の玄関ホールは、ミニコ
ンサートなどのイベントスペースや
回廊ギャラリーとして活用。映画
やＴＶ撮影の舞台としてもＰＲ。

玄関吹抜ﾎｰﾙ（１～３階）

◇ 本館の一部保存

○築８３年を迎える本館東館の歴史的・文化的価値のある

部分を保存し、ギャラリー等に活用

◇ 新別館の活用

防災バックアップ施設 1,800 ㎡

市内府税事務所の再編 4,800 ㎡

情報プラザ 100 ㎡

府関係団体等 3,600 ㎡

○ がん医療の基幹病院として先導的役割を発揮できるよう機能強化

施設規模（想定） 病床数：500床 延床面積 65,000㎡（本館・病院棟）

敷地面積 12,000㎡

○ スケジュール（想定）

構想・設計等 平成２１年１０月 ～

工 事 平成２４年秋 ～ ２７年３月

完 成 平成２６年度末

○ 防災情報ｾﾝﾀｰのﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ施設を整備

○ 市内３府税（中央、なにわ西、なにわ東）及び大阪自動車税を集約

※ 防災ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ施設の会議室等は
平常時府税事務所が使用

敷地面積 4,000㎡
延床面積 5,000㎡
有効面積 2,000㎡

EV

正庁

wc

EV

EV

EV

玄関

知事
室

議長
室

wc

wc

wc

吹 抜

吹 抜

５ 階５ 階

１ 階１ 階

２ 階２ 階

３ 階３ 階

◇ 本館の活用 ・ 成人病センターの整備◇ 本館の活用 ・ 成人病センターの整備

〔現状平面〕

※ 現在、民間ビルにテナント入居している府関係団体の借上面積

（例）府みどり公社、府道路公社、府土地開発公社、府住宅供給公社

約 5,500 ㎡

※ 現在、民間ビルにテナント入居している府関係団体の借上面積

（例）府みどり公社、府道路公社、府土地開発公社、府住宅供給公社

約 5,500 ㎡
１９



６．咲洲のまちづくり

☆ 新たな発展の可能性の高さ（広大な未利

用地（約77ha※）など）

※咲洲地区と夢洲地区の当面可能な用地の合計

☆ インテックス大阪（7.3万㎡）等の既存の

国際展示商談施設の立地

☆産業・研究施設の立地（新エネルギー産

業の集積の可能性等）

☆ 関空（28km、バス40分）、スーパー中枢

港湾（阪神港）等からの良好なアクセス

☆ 東部大阪をはじめ、府内外との広域的な

道路ネットワーク（物流の結節点）

☆都市再生緊急整備地域の位置付け

（コスモスクエア地区）

☆ 新たな発展の可能性の高さ（広大な未利

用地（約77ha※）など）

※咲洲地区と夢洲地区の当面可能な用地の合計

☆ インテックス大阪（7.3万㎡）等の既存の

国際展示商談施設の立地

☆産業・研究施設の立地（新エネルギー産

業の集積の可能性等）

☆ 関空（28km、バス40分）、スーパー中枢

港湾（阪神港）等からの良好なアクセス

☆ 東部大阪をはじめ、府内外との広域的な

道路ネットワーク（物流の結節点）

☆都市再生緊急整備地域の位置付け

（コスモスクエア地区）

咲洲・夢洲地区のポテンシャル

「（仮称）夢洲・咲洲地区まちづくり推進協議会」について

大阪湾岸部は、成長著しい南・東アジアとの交流・交易拠点として高いポテンシャルをもっており、この特性を

最大限に発揮することは、大阪のみならず関西全体の浮上、活性化につながるものです。とりわけ大阪湾岸部の

機能的中枢である夢洲先行開発地区と咲洲コスモスクエア地区については、早期土地利用が可能であるととも

に、世界・アジアの潮流を見据えた着実な開発、発展が期待できる地区です。

しかしながら、咲洲コスモスクエア地区では、一定の都市機能の集積がみられるものの、依然として多くの未利

用地が存在しています。これは、この地区の優位性を今まで十分に活かしきれていなかったことなどに起因して

います。こうした点を真摯に反省し、そのうえで、新しい臨海部の将来像を模索する必要があると考えています。

そこで、夢洲・咲洲地区の将来像について、過去の轍を踏まないよう、大阪市、大阪府並びに経済界が一丸と

なって、将来を見据えた幅広い視点から検討し、両地区の活性化に向けて、不退転の決意で取り組んでいくため

に、「（仮称）夢洲・咲洲地区まちづくり推進協議会」を設置したいと考えておりますので、ぜひともご参画をお願い

します。

○構成メンバー 大阪市、大阪府、経済３団体

○スケジュール ９月上旬 第１回推進協議会

大阪府から大阪市への要請事項

市長の要請を受けて、再度府庁のＷＴＣ移転を議会に提案し
たいと考えているが、そのためには、次の事項について、市として
最大の努力をしていただきたい。

１ 咲洲のまちづくり
○ 咲洲のまちづくりを促進するため、コクモスクエアへの市の
投資計画を明確化するとともに、前倒し実施をしていただ
きたい。

○ 咲洲トンネルの無料化など、コスモスクエアへのアクセス改
善を進めていただきたい。

（以下省略）

◇知事は同協議会への参加を承諾

市長に次の事項について要請

◇ 平松大阪市長が橋下知事に要請

○ この地区の優位性を今まで十分に活か

しきれていなかった点を真摯に反省し、

そのうえで、臨海部の将来像を模索する

必要がある。

○市、府、経済界が一緒になって、このエ

リア全体を考えたい。

○咲洲地区のまちづくりについて、大阪市が

あらゆることを検討していく。

◇ 知事の要請に対する市長の発言要旨

咲洲をめぐる新たな動き（大阪市・大阪府）

◎コンベンション機能の強化

◎新エネルギー産業等の振興

◎企業等の誘致体制の充実

◎特区の設定や優遇税制度の創設

◎交通インフラの強化

◎コンベンション機能の強化

◎新エネルギー産業等の振興

◎企業等の誘致体制の充実

◎特区の設定や優遇税制度の創設

◎交通インフラの強化

（参考）想定される検討事項例

２０



(参考） 「都市構想（案）」平成２１年２月府市合意

【咲洲・夢洲地区におけるまちづくりのコンセプトと機能の案】

■ 機能等
○行政、ビジネスサポート機能の強化

・広域的な行政機関の設置や迎賓機能を向上
○ビジネス・交流の拠点

・ものづくり産業などアジアにつなぐコンベンション・見本市等のビジネス・交流の拠点を形成
○世界をリードする次世代産業・技術の集積拠点

・新エネルギー等の世界をリードする産業、技術が集積し、大阪・関西圏を牽引する次世代産業分野の拠点を形成
・広域インフラ（空港、港湾、高速道路ネットワークなど）を活かし、成長著しいアジアとの交流・交易拠点を形成

○アジア等の世界へ向けた拠点
・アジアなど世界との交流拠点としてのもてなし・にぎわい機能の向上

２１

■ コンセプト

○世界の人とモノ、情報が行き交い、政

治・行政のダイナミズムと新たな産業が

生まれる広域関西の戦略拠点

コンテナヤードを夢洲等へ

フェリーターミナルの一部移転



２２



〔 参 考 資 料 〕

２３



◇ 財政シミュレーション （Ｈ２１～５３） （億円）

■ ＷＴＣ移転案

◇ 財政シミュレーション （Ｈ２１～５３） （億円）

■ 耐震補強案 ■ 建替え案

◇ 財政シミュレーション （Ｈ２１～５３） （億円）

参考資料１ ＷＴＣ移転案・耐震補強案・建替え案の比較

◇土地活用範囲 ◇土地活用範囲

２０４

４１８

２１４

５

２６

１０

９

６１

１０３

３月公表

収 支

土地活用収入
@108⇒97万円/㎡

（４．３ha）
３７１

１９５小計

支 出

１０３⇒８５億円８５土地・建物購入費

整備費等

１７６(ａ)

５現庁舎エリア外構等

１０移転費等

土地・建物購入費の変更に

伴う減８起債利息

６１ＷＴＣ改修費

３月からの主な変更点

２６本館保存改修費

◇ 土地活用範囲

５０

１９１

１４１

３

１０

２０

２０

８

８０

３月公表

３移転費等

収 支

土地活用収入
@108⇒97万円/㎡

（１．９ha）
１７１

１４０小計

支 出

期間１年短縮７９本館耐震補強費

整備費等

３１(ａ)

２０新別館改修費

２０本館執務環境改善費

８起債利息

３月からの主な変更点

１０外構等

▲２９８

３１４

６１２

２６

８

５

２０

５５３

３月公表

２６本館保存改修費

収 支

土地活用収入
@108⇒97万円/㎡

（３．３ｈａ）
２７８

６４３小計

支 出

着席人員数減による新

庁舎規模の減

102,000⇒100,000㎡
５８４

新庁舎建設事業費
（ＰＦＩ手法）

整備費等

▲３６５(ａ)

８移転費等

５文化財調査費

２０外構等

３月からの主な変更点

２４

▲４６３

▲２４１

▲４２６

１２２

２４

５２４

収 支 ▲３８７(b)

賃料、テナント面積等の

変更１４３賃料・共益費収 入

管理的経費等

大規模修繕費

支 出

▲４５２(ａ)+（b）+（c）

▲２４１(c)

期間１年短縮５０７維持管理費

着席人員数の減２３民間ビル賃借料

▲６１０

▲１０４

▲５５６

１９８

３５８

収 支 ▲５１４(b)

０収 入

管理的経費等

大規模修繕費

支 出

▲５８７(ａ)+（b）+（c）

▲１０４(c)

期間１年短縮３４４維持管理費

着席人員数の減１７０民間ビル賃借料

▲７５６

▲７６

▲３８２

４７

３３５

収 支 ▲３６３(b)

０収 入

管理的経費等

大規模修繕費

支 出

▲８０３(ａ)+（b）+（c）

▲７５(c)

期間１年短縮３２０維持管理費

着席人員数の減４３民間ビル賃借料

新庁舎
(行政・議会)

来庁者

駐車場

府警本部

新別館

本館

国合同庁舎
（検討中）

1.9ha
Ｈ29

1.9ha
Ｈ29

0.2ha
Ｈ23

0.2ha
Ｈ23

0.7ha
Ｈ24

0.7ha
Ｈ24

0.8ha
Ｈ24

0.8ha
Ｈ24

0.5ha
Ｈ29

0.5ha
Ｈ29

南地区

北地区

府警本部

新別館

本館

国合同庁舎
（検討中）1.9ha

Ｈ28

1.9ha
Ｈ28

0.2ha
Ｈ23

0.2ha
Ｈ23

1.2ha
Ｈ23

1.2ha
Ｈ23

0.9ha
Ｈ23

0.9ha
Ｈ23

1.0ha
Ｈ26

1.0ha
Ｈ26

大型公用車
駐車場

府警本部

新別館

本館

別館

国合同庁舎
（検討中）来庁者

駐車場
0.9ha
Ｈ28

0.9ha
Ｈ28

0.2ha
Ｈ23

0.2ha
Ｈ23

0.8ha
Ｈ24

0.8ha
Ｈ24

0.9ha
Ｈ24

0.9ha
Ｈ24

○ ３月公表資料から着席人員数・ビル購入費・土地単価を置き換えた場合のシミュレーション

成人病センターの立地、南地区上町筋側（０．９ｈａ，
建替え０．８ｈａ）の売却収入などを見込む

※土地活用収入の減に伴い、ＰＦＩ事業費への一括充当額が減少し、

割賦利息が増加するため、新庁舎建設事業費が増加。

※



◇ 財政シミュレーション （Ｈ２１～５３） （億円）

◇ スケジュール

■ ＷＴＣ移転案

◇ 財政シミュレーション （Ｈ２１～５３） （億円）

◇ スケジュール

■ 耐震補強案 ■ 建替え案

◇ 財政シミュレーション （Ｈ２１～５３） （億円）

◇ スケジュール

南地区

北地区

府警本部

新別館

本館

成人病ｾﾝﾀｰ 国合同庁舎
（検討中）

駐車場

Ａ

ＢＤ

Ｅ
Ｃ

0.9ha
Ｈ23

0.9ha
Ｈ23

1.2ha
Ｈ23

1.2ha
Ｈ23

0.7ha
Ｈ26

0.7ha
Ｈ26

1.9ha
Ｈ28

1.9ha
Ｈ28

0.2ha
Ｈ23

0.2ha
Ｈ23

新庁舎
(行政・議会)

来庁者

駐車場
Ｃ

Ｄ

Ｅ

府警本部

新別館

本館 Ｂ
成人病
ｾﾝﾀｰ

国合同庁舎
（検討中）

1.2ha
Ｈ24

1.2ha
Ｈ24

0.8ha
Ｈ29

0.8ha
Ｈ29

1.9ha
Ｈ29

1.9ha
Ｈ29

0.2ha
Ｈ23

0.2ha
Ｈ23

Ａ

Ｄ

Ｅ

大型公用車
駐車場

成人病ｾﾝﾀｰ

Ｂ

府警本部

新別館

本館

別館

国合同庁舎
（検討中）来庁者

駐車場

0.5ha
Ｈ24

0.5ha
Ｈ24

1.2ha
Ｈ24

1.2ha
Ｈ24

0.9ha
Ｈ28

0.9ha
Ｈ28

0.2ha
Ｈ23

0.2ha
Ｈ23

３０２９２８２７２６２５ ３１２４２３２２Ｈ２１ ３０２９２８２７２６２５ ３１２４２３２２Ｈ２１

防災情報Ｃ防災情報Ｃ

土地活用土地活用

新庁舎建設新庁舎建設

2.7ｈａ

設計・工事

1.2ｈａ
コンペ
要領作成

発注

移
転

ｼｽﾃﾑ
ﾁｪｯｸ

基本計画等

駐車場・外構駐車場・外構 工 事設計

Ｐ
Ｆ
Ｉ
契
約

発注 工事設計保存・活用部分の耐震補強本館改修本館改修

入
居

成人病Ｃ工事

0.2ｈａ

発注

防災情報Ｃ防災情報Ｃ

土地活用土地活用

新庁舎建設新庁舎建設

2.7ｈａ

設計・工事

1.2ｈａ
コンペ
要領作成

発注

移
転

ｼｽﾃﾑ
ﾁｪｯｸ

基本計画等

駐車場・外構駐車場・外構 工 事設計

Ｐ
Ｆ
Ｉ
契
約

発注 工事設計保存・活用部分の耐震補強本館改修本館改修

入
居

成人病Ｃ工事

0.2ｈａ

発注

◇土地活用範囲 ◇ 土地活用範囲

２８２７２６２５ ２９２４２３２２Ｈ２１ ２８２７２６２５ ２９２４２３２２Ｈ２１

防災情報Ｃ等防災情報Ｃ等

土地活用土地活用

本館改修本館改修

0.9ｈａ

工 事

2.1ｈａコンペ
要領作成

移
転

ｼｽﾃﾑ
ﾁｪｯｸ

設 計 工 事防災情報Ｃ

発注
環境改善

発注

設 計

執務室化 設 計 工 事発注

駐車場・外構駐車場・外構

移
転

工 事発注設 計

0.2ｈａ

成人病Ｃ工事

防災情報Ｃ等防災情報Ｃ等

土地活用土地活用

本館改修本館改修

0.9ｈａ

工 事

2.1ｈａコンペ
要領作成

移
転

ｼｽﾃﾑ
ﾁｪｯｸ

設 計 工 事防災情報Ｃ

発注
環境改善

発注

設 計

執務室化 設 計 工 事発注

駐車場・外構駐車場・外構

移
転

工 事発注設 計

0.2ｈａ

成人病Ｃ工事

本館耐震

２６本館保存改修費

収 支

土地活用収入
@108⇒97万円/㎡

４．３⇒４．９ha
４２５

２０６小計

支出

１０３⇒８５億円８５土地・建物購入費

整備費等

２１９(ａ)

新規９防災ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ施設改修

１０移転費等

５現庁舎エリア外構等

土地・建物購入費の変更に伴う減８起債利息

６１ＷＴＣ改修費

１５名増員

３月からの主な変更点

２待機公舎整備費等

◇ 土地活用範囲

収 支

土地活用収入
@108⇒97万円/㎡

１．９⇒２．８ha
２５５

１４０小計

支出

期間１年短縮７９本館耐震補強費

整備費等

１１５(ａ)

３移転費等

２０新別館改修費

２０本館執務環境改善費

８起債利息

３月からの主な変更点

１０外構等

収 支

土地活用収入
@108⇒97万円/㎡

３．３⇒４．１ｈａ
３５３

５８５小計

支出

着席人員数減による新庁舎規

模の減 102,000⇒100,000㎡５２６
新庁舎建設事業費
（ＰＦＩ手法）

整備費等

▲２３２(ａ)

８移転費等

５文化財調査費

２０外構等

３月からの主な変更点

２６本館保存改修費

収 支 ▲３８７(b)

賃料、テナント面積等の変更１４３賃料・共益費収入

管理的経費等

大規模修繕費

支出

▲４０９(ａ)+（b）+（c）

▲２４１(c)

期間１年短縮５０７維持管理費

着席人員数の減２３民間ビル賃借料
収 支 ▲５１４(b)

０収入

管理的経費等

大規模修繕費

支出

▲５０３(ａ)+（b）+（c）

▲１０４(c)

期間１年短縮３４４維持管理費

着席人員数の減１７０民間ビル賃借料

収 支 ▲３６３(b)

０収入

管理的経費等

大規模修繕費

支出

▲６７０(ａ)+（b）+（c）

▲７５(c)

期間１年短縮３２０維持管理費

着席人員数の減４３民間ビル賃借料

※ 集約庁舎の検討は参考資料２を参照

２５

２８２７２６２５ ２９２４２３２２Ｈ２１年度 ２８２７２６２５ ２９２４２３２２Ｈ２１年度

ＷＴＣ移転ＷＴＣ移転
発注設 計

売買
契約 入居

工 事

発注 工 事設 計
防災情報Ｃ防災情報Ｃ

土地活用土地活用 0.7haコンペ要綱作成 2.3ha 1.9ha

発注 工 事設 計現ｴﾘｱ外構現ｴﾘｱ外構 成人病Ｃ工事

発注 工 事設 計保存・活用部分の耐震補強本館改修本館改修

買取
決定

防災ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ施設

防災情報センター
ｼｽﾃﾑ
ﾁｪｯｸ 移

転

ＷＴＣ移転ＷＴＣ移転
発注設 計

売買
契約 入居

工 事

発注 工 事設 計
防災情報Ｃ防災情報Ｃ

土地活用土地活用 0.7haコンペ要綱作成 2.3ha 1.9ha

発注 工 事設 計現ｴﾘｱ外構現ｴﾘｱ外構 成人病Ｃ工事

発注 工 事設 計保存・活用部分の耐震補強本館改修本館改修

買取
決定

防災ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ施設

防災情報センター
ｼｽﾃﾑ
ﾁｪｯｸ 移

転

○ 成人病センターの立地などを見込んだシミュレーション



○執務室 ６．４㎡／人○執務室 約６．４㎡／人○執務室 約６．４㎡／人一人当たりのｽﾍﾟｰｽ

○来庁者スペースを拡充できる△来庁者対応スペースの確保に限界がある
（部局ごとに差がある）

○オフィスレイアウトを工夫し、来庁者に配慮し
た対応スペースを確保できる

来庁者応対スペース

庁

舎

環

境

道路 ４２ 分

道路 ４７ 分

道路 １１ 分

道路 １０ 分

道路 ９ 分

道路 １７ 分

道路 ３０ 分

道路 ６６ 分

道路 ３３ 分

道路 ２１分

道路 ５０分

道路 ５４分

道路 ２５分

道路 ２１分

道路 ２３分

道路 ３１分

道路 ４６分

道路 ６０分

道路 ４２分

ユニバーサルデザイン

集約度

わかりやすさ

○最新の福祉対応が可能○スロープ等を設置し、段差解消を図っている○段差の少ない設計がなされている

○分散庁舎が解消され、利便性が向上●分散庁舎が解消されない○分散庁舎が解消され、利便性が向上

○建物内で組織のかたちがわかりやすい新た
なゾーニングが可能

●窓口が離れていてわかりにくい○建物内で組織のかたちがわかりやすい新た
なゾーニングが可能

府民利用

・ 天王寺

・ なんば

・ 大阪駅

・ 新大阪駅

・ 大阪国際空港

・ 関西国際空港

市区町村役場からの所要時間を人
口で加重平均、鉄道は最寄り駅から
算出

鉄道 ３２分鉄道 ５２分住民の利便（所要時間）

交

通

の
事

情

※ 道路：ＷＴＣビルから各建物（駅舎
等）までの所要時間を「ｇｏｏ地図の
ルートガイド」を用いて算出

※ 鉄道：トレードセンター前駅から各
駅までの所要時間を「Ｙａｈｏｏ路線
情報」を用いて算出

※ 大手前は、天満橋駅と谷町４丁目
駅の近い方を最寄駅として算出。

鉄道 ６４分（1,120円）鉄道 ７８分（1,280円）交通拠点か
らの所要時
間

鉄道 ４５分（620円）鉄道 ６８分（690円）

鉄道 ２０分（230円）鉄道 ３５分（310円）

鉄道 １３分（200円）鉄道 ２４分（390円）

鉄道 １０分（230円）鉄道 ２５分（270円）

鉄道 ８分（230円）鉄道 ２７分（390円）

市町村役場からの所要時間を単純
平均鉄道 ３９分鉄道 ６１分市町村

所
要
時
間

官
公
署
か
ら
の

７土木事務所、１４保健所からの所
要時間を単純平均鉄道 ３３分鉄道 ５６分府出先機関

近畿経済産業局等からの所要時間
徒歩 ５分鉄道 ２８分国地方支分部局

通勤時間

ⅠＴ通信環境

業務効率の向上

フレキシビリティ

○ＯＡフロアにより、配線の自由度が高い
○光ファイバーの設置・増設ができる

●天井吊下げ配線のため、コンセント・ＬＡＮケ
ーブル等の改変に手間がかかる
○環境改善改修により、光ファイバーを設置で
きる

○ＯＡフロア、フロアダクトが整っており、配線の
自由度が高い
○改修により光ファイバーを設置できる

○執務室の快適性が向上
○部局間の移動が容易になる

○現状どおり（変更なし）○現状どおり（変更なし）●片道２０分程度増加
（通勤手当の増加見込み：約１．８億円
年月の経過により影響額は低減）

△環境改善により、天井の新設・内装等の改
修・遮音対策を講じても一定の限界がある

○執務室の快適性が向上
○部局間の移動が容易になる

●最も時間がかかる （平成２８年度）△完了予定（平成２６年度）○最も早期に実現 （平成２４年度）耐震化の実現

○新たな外観を提案できる○本館は歴史性が高く、風格のある重厚なデ
ザイン

○大阪圏を見渡せる立地
○府市連携の象徴シンボル性

○室や課の間に壁のない大部屋により、組織
改変にフレキシブルに対応できる

△組織改変にフレキシブルに対応しにくい○室や課の間に壁のない大部屋となり、組織
改変にフレキシブルに対応できる

執務環境

建 替 え 案耐 震 補 強 案Ｗ Ｔ Ｃ 移 転 案 備 考項 目

２６
◇ 交通の事情など



参考資料２ 集約庁舎の検討例

○ 別館を活用：集約庁舎（延床面積65,500㎡）整備

３８４管理的経費

▲７５収支

１０４大規模修繕費

３１４土地活用収入

▲５６３累計支出

３８９整備費支出

H21～H53年合計
【整備事業費】

・集約庁舎(ＰＦＩ)建設事業費 ３１２億円

・防災センター等新別館改修整備費 ２０億円

・外溝等 ２０億円

・文化財調査 ５億円

・移転費等 ６億円

・本館保存改修費 ２６億円

【管理的経費】

・Ｈ２１〔現庁舎維持管理費(10.53億円)＋民間ビル賃料(6.22億円）〕

・Ｈ２２〔現庁舎維持管理費(10.49億円)＋民間ビル賃料(5.80億円）〕

・Ｈ２３〔現庁舎維持管理費(10.45億円)＋民間ビル賃料(5.44億円）〕

・Ｈ２４～２７〔現庁舎維持管理費（10.41億円）＋民間ビル賃料(5.08億円)〕×４年

・Ｈ２８～(別館維持管理費(4.29億円）＋集約庁舎維持管理費（6.20億円）〕×26年間

・集約庁舎の維持管理費は、国土交通省監修の「建築物のライフサイクルコスト」(10,021円／㎡）を参考に略算。

【大規模修繕費】

・別館：メンテナンス状況を踏まえ、試算した。

・集約庁舎：国土交通省監修の「建築物のライフサイクルコスト」(69,062円／㎡）を参考に略算。

【整備事業費】

・集約庁舎(ＰＦＩ)建設事業費 ２６８億円

・本館耐震補強工事費（T型・議場を含む） ５８億円

・起債利息 ６億円

・執務室環境改善費 １１億円

・防災センター等新別館改修整備費 ２０億円

・外溝等 ２０億円

・移転費等 ３億円

【管理的経費】

・Ｈ２１〔現庁舎維持管理費(10.53億円)＋民間ビル賃料(6.22億円）〕

・Ｈ２２〔現庁舎維持管理費(10.49億円)＋民間ビル賃料(5.80億円）〕

・Ｈ２３〔現庁舎維持管理費(10.45億円)＋民間ビル賃料(5.44億円）〕

・Ｈ２４～２９〔現庁舎維持管理費（10.41億円）＋民間ビル賃料(5.08 億円)〕×６年

・Ｈ３０～(別館・本館維持管理費(6.83億円）＋集約庁舎維持管理費（4.69億円）〕×24年間

・集約庁舎の維持管理費は、国土交通省監修の「建築物のライフサイクルコスト」(10,021円／㎡）を参考に略算。

【大規模修繕費】

・別館のメンテナンス状況を踏まえ、試算した。

・集約庁舎：国土交通省監修の「建築物のライフサイクルコスト」(69,062円／㎡）を参考に略算。

○ 本館(T型)別館を活用：本館T型補強（延床面積17,000㎡）集約庁舎（延床面積49,500㎡）整備

４１８管理的経費

▲１３１収支

１２１大規模修繕費

２５５土地活用収入

▲６７０累計支出

３８６整備費支出

H21～H53年合計

２７

（前提条件）
１．庁舎規模は、Ｈ24までの職員数の減（▲350人）
を見込んで設定。
〔３月公表資料〕67,500㎡－2,000㎡（350人×6.4
㎡）≒65,500㎡
２．土地単価は、１０８万円/㎡から９７万円/㎡に時
点修正。
３．Aブロックの土地活用収入及び成人病Cの立地
を見込む。

（前提条件）
１．庁舎規模は、Ｈ24までの職員数の減（▲350人）
を見込んで設定。
〔３月公表資料〕51,500㎡－2,000㎡（350人×6.4
㎡）≒49,500㎡
２．土地単価は、１０８万円/㎡から９７万円/㎡に時
点修正。
３．Aブロックの土地活用収入及び成人病Cの立地
を見込む。



【前提条件】
○ 大阪市及び市関係団体への賃貸借はないものとし、自用の建物（一部貸家を含む）及びその敷地の価格であ
ること。

○ 対象不動産が、同一所有者に属し、一括して処分する場合の価格であること。

（参考） 共同鑑定比較（ＷＴＣビル）

Ｈ21年9月1日Ｈ21年2月1日価格時点

77.5億円94億円ＷＴＣ所有分

4.1億円

81.6億円

今 回

大阪市所有分 5.1億円

直接還元法による

（前回）

・純収益6.9億円（賃料単価：10,000円/坪） 、還元利回り7.0％

（今回）

・純収益5.7億円（賃料単価：9,500円/坪）、還元利回り7.0％

99.1億円
鑑定評価額
（試算額）

摘 要前 回

平成２１年度９月府議会提出予定議案（庁舎移転関連）の概要

○ 大阪府庁の位置を定める条例

・ 大阪府庁の位置を「大阪市住之江区南港北一丁目」と定める。

・ 条例の施行日は、規則で定める。

○ 平成２１年度９月補正予算

・ ＷＴＣビル購入費 債務負担行為（Ｈ22年度：85億18百万円）

＊ 大阪ワールドトレードセンタービルディングに府庁舎を

移転するための土地・建物購入費

（注）予算案では、建物(71.6億円）に係る消費税(3.6億円）が加算されています

資料１－２


